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３．2 バンドコンセプトの検証 
まず、2 バンドを有する接近音のサンプル音を作成

した。可聴域の周波数帯において、1.25kHz 以上と

800Hz 以下から、それぞれ一つの 1/3 オクターブバン

ドを選ぶとその組み合わせは 200 以上となる。そこ

で、今回は 1.25kHz 以上からは 2kHz と 5kHz の 2
つを、また、800Hz 以下からは 200Hz と 500Hz の 2
つを選び、その組み合わせとして、200Hz＋2kHz、
200Hz＋5kHz、800Hz＋2kHz、800Hz＋5kHz の 4
種類の接近音を作成した。選択した周波数のバンドは

国内の自動車メーカーが作成した既存の接近音を参

考にした。接近音の音量は、2 バンドのレベルがほぼ

同じレベルになるようにした上で、オーバーオールの

音量を 46dB(A)、52dB(A)、58dB(A)を目標に調節し

た。周波数が 4 種類､音量が 3 種類で、計 12 種類の接

近音を作成し、それぞれの認知性を評価した。 
電気自動車の先端に固定したスピーカから接近音

を発音し、10km/h で接近しているときの認知距離を

被験者実験により測定した。測定を行った場所は、日

本自動車研究所城里テストセンターのテストコース

で、暗騒音が 25dB 程度で、十分静かな場所であった。

被験者に提示する暗騒音の条件を統一するために、米

国運輸省のNHTSAにより公表されたNPRM（Notice 
of Rulemaking）で規定されている暗騒音をスピーカ

により発音し、被験者の耳元で 55dB となるように調

整した。図 2 に、NPRM で規定されている暗騒音と、

スピーカから発生させた暗騒音の周波数特性を比較

した結果を示す。両者がよく一致していることが分か

る。実験参加者は、30 代から 60 代の健常者 12 名で、

交通安全環境研究所における人間を対象とする実験

に関する倫理規程に基づいて実施した。テストコース

の車両中心線から横方向に 2m、高さ 1.2m の位置付

近に被験者の耳が来るようにし、2 台のスピーカから

NPRM 規定の暗騒音を発生させ、被験者の耳の位置

で 55dB となるように調整した。写真 1 に認知性試験

の様子を示す。被験者はアイマスクを装着して写真中

央の椅子に座り、接近音に気がついたら、手元のスイ

ッチを押してもらい、そのときの被験者と車両との距

離を求め、認知距離とした。 
図 3 に、今回の使用した 12 種類の接近音の認知距

離の結果を示す。横軸は接近音のオーバーオールのレ

ベル、縦軸は、12 名の認知距離の平均値である。こ

れらの結果の一次の直線近似曲線を求めると、決定係

数は 0.89 で高い相関が認められた。 
４．まとめ 

テストコース上において被験者実験により 2 バン

ドを有する接近音の認知距離を求めたところ、接近音

のオーバーオールの騒音レベルと認知距離は線形の

関係にあることが認められた。従って、2 バンドコン

セプトに基づく接近音であれば、必要とされる認知距

離が決まれば、必要とされる接近音の騒音レベルを求

めることができ、音量を基準化（定量化）できると考

えられる。今後、この結果を基に基準化を進めていく。 
参考文献 
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図 2 被験者実験で使用した暗騒音の周波数特性 

 
写真 1 認知性試験の様子 

図 3 接近音の騒音レベルと認知距離の関係 

 

 

 
 

 マフラー性能等確認制度の試験法改定検討に向けた実態調査 
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１．はじめに 
 我が国の新型二輪車の加速走行騒音試験法は、平成

25 年 1 月に、日本も参画する国連欧州経済委員会自

動車基準調和世界フォーラムにおいて策定された

ECE Regulation No.41 Revision 4を国内導入する形

で改訂された（以下、新試験法）。これを受け、交換

用マフラーの騒音防止性能等を事前確認する目的で

創設されたマフラー性能等確認制度においても、二輪

車の加速走行騒音試験法の変更に向けた作業が開始

されるところである。また同様に、近接排気騒音試験

法についても、国際基準調和を視野に入れた見直し作

業が開始されるところである。近接排気騒音試験法

は、排気騒音の異常検知や路上での取締りに用いられ

る試験法である。日欧での試験法を比較すると、試験

方法自体に大きな違いはないものの、規制値に対する

考え方に大きな違いがある。図 1 に、日欧の近接排気

騒音試験法の規制値に対する考え方の違いを示す。我

が国の規制では、車種区分ごとに、測定された騒音レ

ベルに対して絶対値による規制値を設けることによ

り実施されており（以下、絶対値規制）、新車および

使用過程車の両者が規制対象となる。一方、欧州の規

制では、騒音を新車時より増加させないという観点か

ら、ECE Regulation No.41 Revision 4 にて新車の近

接排気騒音の認証値（基準値）を測定し、ECE 
Regulation No.92 Revision 1（交換用消音装置（二輪

車））において、使用過程車の近接排気騒音を「基準

値＋ばらつき許容限度幅」以下に制限する方法（以下、

相対値規制）を採用している。従って、規制対象は使

用過程車のみである。このような背景を踏まえ、本研

究では、近接排気騒音試験の相対値規制について、加

速走行騒音試験法との関係を中心に検討を行ったの

で、その結果を報告する。 
２．近接排気騒音試験法概要 

二輪車の近接排気騒音試験法は、無負荷運転にてエ

ンジン回転数を最高出力回転数の 75%（最高出力時回

転数が 5000rpm を超えるものは 50%）の回転数にて

5 秒間ほど一定に保持し、アクセルを急速に放す。そ

の間の騒音を、マフラーの開口部の中心から排気流の

方向に対して外側に 45°の方向で、開口部から 0.5m
離れた位置において測定する。なお、この近接排気騒

音試験法については、平成 25 年 1 月の加速走行試験

法の改定とあわせて、規定回転数の保持時間やマイク

の設置位置が、国際基準調和のため微修正されてい

る。この近接排気騒音試験法は、加速走行騒音試験と

は異なり、車両を走行させる必要がなくテストコース

を必要としない。 
３．調査内容 

試験車両は、いずれも改造がなく法定点検を実施し

たものであり、各車 1 本ずつ交換用マフラーを用意し

た。試験は、標準マフラーと交換用マフラーを装着し

た状態において、新試験法、保安基準改定前の加速走

行騒音試験法(以下、旧試験法）、近接排気騒音試験法

をそれぞれ実施した。旧試験法および新試験法の概要

については、参考文献 1)を参照されたい。また、近接

排気騒音試験法は、平成 25 年 1 月の改定前の試験法

にて実施した。なお、本研究において相対値規制の基

準値には、標準マフラーの結果を用いた。 
 

図 1 日欧の近接排気騒音試験法の規制値   
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４．調査結果 
まずは、新試験法と旧試験法の結果を述べる。図 2

は、各試験の結果を規制値と比較するため、横軸を近

接排気騒音試験の測定値から各車両の規制値を引い

た値とし、縦軸を旧試験法の結果から規制値を引いた

値として示したものである。一方、図 3 は、横軸を図

2 と同じとし、縦軸を新試験法の結果から規制値を引

いた値として示したものである。両図ともに交換用マ

フラーを装着した場合の結果のみを示しており、図中

の赤の破線は、絶対値規制の規制ラインを表してい

る。なお、交換用マフラー装着時の新試験法における

規制値は未定であるため、ここでは仮に新車時の規制

値を用いた。旧試験法および近接排気騒音試験法で

は、図 2 より、すべての交換用マフラーについて規制

値以下となり、今回用いた交換用マフラーは、現行の

マフラー性能等確認制度の要件を満たしていること

が確認できた。一方、新試験法は現在のマフラー性能

等確認制度にて満たすべき要件とはなっていないが、

図 3 より、4 種類の交換用マフラー（C 車、E 車、G
車、H 車）が規制値を超過することがわかる。 
次に、近接排気騒音試験の相対値規制について検討

を行うため、図 3 の横軸を、近接排気騒音試験につい

て交換用マフラーの結果から標準マフラーの結果を

差し引いた値（相対値）とし、図 4 に示す。ここでは、

相対値規制のばらつき許容限度幅を、ECE R.E.3（車

両構造に関する統合決議）に記載されている 5dB と

した。図 3 の近接排気騒音試験の結果を絶対値規制で

整理した場合では、近接排気騒音試験法が規制値を超

えるものがないため、近接排気騒音試験の結果から新

試験法の合否を推測することは出来ない。一方、図 4
では、近接排気騒音試験の結果を相対値にて整理する

ことにより、近接排気騒音試験法の結果のみから、新

試験法が規制値超過となる車両を 2 台（C 車、E 車）

検出することができる。今回の結果から、新試験法と

近接排気騒音試験法の相対値規制を組み合わせるこ

とにより、路上等における使用過程車の試験におい

て、さらに効果的に大きな騒音を発するマフラーを検

出できる可能性があることがわかった。 
５．おわりに 

 二輪車のマフラー性能等確認制度について、その試

験法の変更を検討すべく、二輪車 8 台について、標準

マフラーと交換用マフラーを装着した状態で、加速走

行騒音試験と近接排気騒音試験を実施した。その結

果、新試験法の規制値を適切に設定し、近接排気騒音

試験法の相対値規制を組み合わせることによって、よ

り効率的に大きな騒音を発するマフラーを検出でき

る可能性を示した。 
参考文献 
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図 3 近接排気騒音試験（絶対値規制）と    

新試験法（絶対値規制）の結果 
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図 4 近接排気騒音試験（相対値規制）と    

新試験法（絶対値規制）の結果 
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図 2 近接排気騒音試験（絶対値規制）と    

旧試験法（絶対値規制）の結果 
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 スマートフォンを活用した歩車間通信のための基礎的検討 
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１．まえがき 
ハイブリッド車や電気自動車がモーターのみで低

速走行している時は音が小さいため、車両の接近に気

がつかず危険との意見が視覚障害者団体等から寄せ

られたため、国土交通省では対策のガイドラインを定

め、音で接近を知らせることとした。しかし、このよ

うな電動車両は今後ますます普及することから、音に

よらない方法も求められている。その一つとして、こ

こ数年で急速に開発が進んでいる IT 技術を活用し

て、通信により自動車の接近を歩行者に知らせる方法

が考えられる。しかし、現状の IT 技術では、視覚障

害者が必要とする接近の方向や速度までを伝えるこ

とは困難とも言われている。 
本研究は、IT 技術を活用した歩車間通信を用いて、

歩行者と自動車の位置情報と進行方向から、歩行者、

特に視覚障害者に自動車の接近を知らせることによ

り、人と車の安全の確保を目指すシステムのあり方を

検討するとともに、実用化へ向けた課題を検討するこ

とを目的とする。本報では、通信端末として、最近急

速に普及しているスマートフォンを用いて、スマート

フォンのセンサで位置情報を求め、車両の接近情報を

歩行者に知らせることを可能するシステムを試作し、

このシステムを用いて広島市内で検証実験を行った

ので、その概要について述べる。 
２．歩車間通信の検討の進め方 

IT 技術を用いた歩車間通信の第一段階として、鉄

道分野ですでに検討が進められ、実用化を目指してい

る鉄道車両位置検出技術を適用したシステムを試作

し、実用化のための課題の検討を行うこととした。課

題として、歩行者及び車両の位置精度、通信速度、通

信できる範囲等が考えられる。第一段階として、歩行

者－自動車間の通信を達成することを目標として、ス

マートフォン同士の 1 対 1 の通信を可能とし、それぞ

れの GPS から得た位置情報を双方に伝え、その距離

によって情報を提供するシステムの設計を行う。第二

段階は、スマートフォンを身につけている歩行者に電

動車両が接近したときだけ音を出すようにし、車両が

接近しているという情報を必要としている人だけに

接近音を発するシステムの設計及び試作を行い、実際

の交通環境で実用化するための課題の検討を行うこ

ととする。 
 また、国土交通省で実施されている ASV（先進安

全自動車）の調査において、歩車間通信によりドライ

バーへ歩行者の存在を知らせる検討を実施している

ので、これらの結果も参考にして検討を行う。 
３．試作システムの概要 

通信機能を有する携帯端末として、様々なセンサが

組み込まれているスマートフォンがあり、ユーザーが

それらを活用するためのプログラムを組み込むこと

が出来る。そのため、スマートフォンは歩車間通信端

末の有力な候補とされている。本システムは、スマー

トフォンに内蔵されているセンサによって、スマート

フォンを携帯している歩行者及びドライバーの位置

情報を高精度に求めるとともに、その情報を歩行者及

びドライバーの双方に伝える通信システム（1 対 1 の

通信）を試作した。図 1 にシステムの概要を示す。今

回試作したシステムの主な機能は以下の通りである。 

 
図 1 試作したシステムの概要 


